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海運業

造船・舶用工業

船 員
〇(独)海技教育機構
〇商船系大学・高専

外航 日本人 ０.２万人（2024年10月時点）
外国人 ５.３万人（2024年7月時点）

安定的な供給

海運業
（2023年度）

６.３産 業 規 模 （ 兆 円 ）

2,2１１運 航 隻 数 （ 隻 ）

1７６事業者数（事業者）

舶用工業（暦年）造船業（年度）

4.67.4
従 業 員 （ 万 人 ）

1.03.0
産業規模（兆円）

約800約900
事業者数（事業者）

船員の育成

日本商船隊の運航船の
約８０％が日本建造船

船舶の約７０％を国内調達※

※2024年竣工船（隻数ベース）

※1 外国人技能者を含む。
※2 舶用工業は2021年の数字。

※1

※

※ＯＮＥ（日本郵船、商船三井及び川崎汽船

の定期コンテナ船事業の統合会社）含む。

我が国の海事クラスターの概観

建造船腹量ベースで世界第３位

○ 我が国では、海運業や船舶産業を中核として、幅広い関連産業とともに、受発注の有機的な循環を持ちながら集積した海事
クラスターが形成されている。

○ 中核のいずれが欠けても、この循環が途切れ、海事クラスター全体として存立が揺らぎ、経済安全保障等に重大な支障。
○ このため、経済・国民生活を支え、経済安全保障を強化する観点から、海事クラスターの強靭化を図る必要。

保有船腹量で世界第３位

運航船隊のうち
約80%を調達

・船舶の運航
・船舶所有
・船長・船員の手配
・船舶の維持管理責任

船主
（2024年12月）

3,977保 有 隻 数 （ 隻 ）

１９４保有船腹量（百万GT)

325事 業 者 数 （ 事 業 者 ）

（出典）（一社）日本船主協会委託調査報告書（対外未公表）

より。なお、オペレーターを含む。

船主

貿易量の99.5％が海上輸送、
日本商船隊がその59.8％

（2024※2)

（2023）

（2024）
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造船業の役割

製造業の生産高に占める造船業・
舶用工業のシェア

海上警備・防衛を
支える

海上警備・防衛に従事
する艦艇・巡視艇

地域経済を支える 経済安保を支える

我が国海運・造船業
の相互補完関係

社会ニーズに対応した
船舶

防衛省、海上保安庁
の船舶の全てを建造・
修繕

在日米軍の艦艇の
修繕にも貢献

日本は貿易量の99%以上を海上輸
送に依存している。

日本の造船業は社会ニーズに応じ
た船舶をオーダーメードで供給

高性能・高品質な船舶の安定供給
により効率的・安定的な物流を実現

部品調達を含めて国内に基盤を有
し、地域の経済・雇用を創出

※ 船価の３倍の経済波及効果

防衛省の艦艇

省CO2型
鉄鉱石輸送船

南極観測船

※2024年竣工船（隻数ベース）
（出典） IHS Markit

海運業等

約77%が
日本関係船舶

造船業

約70%を
国内調達

国内

95%

海外

5%

部品国内調達率

地方

94%

地域生産比率

大都市圏中心市

6%

国内

78%

海外

22%

国内生産比率
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海上輸送量の増加や過去の大量に建造された船舶の代替需要等によって、 2030年代には8000万から１億総
トン規模まで建造需要が増加していくと各機関は予測。
中国は、2024年に世界の７割超の受注を行い、今後建造量の増加が見込まれ、市場支配力を強めている

世界の造船市場の動向

出典：建造量実績： IHS Markit
日本造船工業会予測：第33回海事立国フォーラム 日本造船工業会講演資料（2024年2月）
Clarksons予測： Clarkson Shipbuilding Forecast Club資料（2024年3月）
OECD予測： Monitoring developments of ship demand and supply（2025年4月）

（万総トン）

建造量（日本）

建造量（韓国）

建造量（中国）

建造量（欧州）

建造量（その他）

造船工業会予測

Clarksons予測

OECD予測

多項式近似（世界全体の建造量）

中国は2024年に世界の７割超
の受注を行い、今後建造量の増
加が見込まれ、世界市場支配を
強めている

日本

韓国

中国

世界の建造需要
は2035年に
8千万～１億
総トン超の見通し

＜1950年以降の世界の建造量実績と需要見通し＞

日本の建造量は縮小傾向
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○近年、日本船主による発注量が日本
造船所の建造量を上回っている。

○外航日本船主は中国造船所への発注を
増加し、内航も中国での建造が発生しか
ねない状況（＝供給途絶時のリスクが
顕在化）

○中国が新造船建造を急速に増加させ、
2024年の受注量は世界全体の7割
と日韓を凌駕

〇世界の船舶供給をコントロールしかね
ない規模に

○リーマンショック後の長期の不況の中、
複数造船所が撤退・事業転換し、
建造キャパが減少（中韓は公的支
援により不況下でもキャパを維持）

中国の建造独占 日本の建造能力減少 顕在化しているリスク

我が国の新造船建造量推移(万総トン)

造船分野において顕在化する経済安全保障上のリスク

日本船主の新造船発注量推移

(万総トン)

世界の新造船受注量推移
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日本船主発注船及び日本造船所の建造量推移

(万総トン)
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我が国造船業再生に向けた動き

自民党海運・造船対策特別委員会・経済安保推進本部の緊急提言（令和７年６月）
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高市新総理の造船に関する主な発言

四 第二の柱は、危機管理投資・成長投資による強い経済の実現です。官民が連携した積極的な投
資により、我が国の課題を解決し、先端産業を開花させていくことで、日本経済の強い成長の実
現を目指します。

① 経済安全保障の強化のため、ＡＩ、半導体、造船、量子、バイオ、航空・宇宙など、戦略分野の
官民連携投資と重要物資のサプライチェーンの強化を進めます。サイバーセキュリティ対策を強化し
ます。

総合経済対策の策定について（総理指示）（2025年10月21日）（抄）

「AI・半導体、造船、量子、バイオ、航空・宇宙、サイバーセキュリティ等の戦略分野に対して、大胆な投
資促進、国際展開支援、人材育成、スタートアップ振興、研究開発、産学連携、国際標準化といった
多角的な観点からの総合支援策を講ずることで、官民の積極投資を引き出します。」

高市総理所信表明演説（2025年10月24日）（抄）
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「ご指摘の造船業については、貿易量の99％を海上輸送に依存する我が国にとって、国民生活、経済
活動のみならず安全保障も支える極めて重要な産業です。」

高市総理国会答弁（2025年1１月４日衆院本会議 小林鷹之議員からの代表質問に対して）（一部抜粋）

「戦略分野の１つとして、船舶建造能力の抜本的な強化に向けたロードマップを策定するとともに、民間
の積極的な投資を促進する施策として大胆な措置を、検討してまいります。」

「AI・半導体、造船、量子等の戦略分野において、リスクや社会課題に対し、先手を打って供給力を抜
本的に強化するため、官民連携の戦略的投資を促進し、世界共通の課題解決に資する製品、サービ
ス及びインフラを提供することにより、更なる我が国経済の成長を実現します。」



「危機管理投資」、「成長投資」の戦略分野

デジタル・
サイバーセキュリティ

航空・宇宙合成生物学・バイオ量子造船ＡＩ・半導体

フュージョンエネルギー創薬・先端医療防災・国土強靱化
資源・エネルギー安全

保障・ＧＸ
フードテックコンテンツ

海洋情報通信防衛産業港湾ロジスティクス
マテリアル

（重要鉱物・部素材）

日本の成長戦略における位置づけ

成長戦略の検討課題

「危機管理投資」、「成長投資」の戦略分野
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２０２５年１１月４日、内閣に、日本成長戦略本部（以下「本部」という。）が設置。

リスクや社会課題に対し、先手を打った官民連携の戦略的投資を促進し、世界共通の課題解決
に資する製品、サービス及びインフラを提供することにより、更なる我が国経済の成長を実現
することを目的としている。

来年の夏、日本の供給構造を抜本的に強化して、『強い経済』を実現するための成長戦略の策
定を目指し、成長戦略の検討課題等について議論。

１．「危機管理投資」・「成長投資」による強い経済の実現
「危機管理投資」・「成長投資」の戦略分野における、大胆な投資促進、国際展開支援、人材育成、産学

連携、国際標準化といった多角的な観点からの総合支援。

AI・半導体、造船、量子、バイオ、航空・宇宙など、戦略分野毎の取りまとめ担当大臣が、業所管大臣や

需要側大臣等と協力して、官民投資の促進策を策定。日本成長戦略担当大臣が全体を取りまとめ。

２．分野横断的課題への対応
新技術立国・勝ち筋となる産業分野の国際競争力強化に資する戦略的支援。 等

「危機管理投資」、「成長投資」の戦略分野として、造船が位置づけられた。



日米関税交渉の妥結発表

＜石破総理記者会見＞ ※関係部分抜粋
「日本企業による米国への投資を通じて、半導体、医薬品、鉄鋼、造船、重要鉱物、航空、エネルギー、自動車、
ＡＩ量子等経済安全保障上重要な分野について日米がともに利益を得られる強じんなサプライチェーンを構築し
ていくため、日米で緊密に連携していくことで合意をいたしました。まさに我が国の経済安全保障の観点から極めて重
要な合意であると考えております。」

＜赤澤大臣記者会見＞ ※関係部分抜粋
「日本企業による米国への投資を通じて日米がともに利益を得られる強じんなサプライチェーンを構築をしていくた
めに日米で緊密に連携をしていくということで合意をいたしました。」
「具体的な分野としてはですね、半導体あるいは医薬品、それから鉄鋼、造船ですね。それから重要鉱物、航空、エ
ネルギー、自動車、ＡＩ、量子等、経済安全保障上重要な分野を対象としています。」
「わが国の経済安全保障の観点からですね、極めて重要なこの合意の実現のため日本企業が関与する医薬品や半
導体等の重要分野での対米投資を促進すべく、政府系金融機関が最大５５００億ドル規模の出資、融資、融
資保証を提供可能といたします。」

2025年7月23日 合意発表

2025年9月4日 投資MOU

9月4日(米国時間)、戦略的投資に関する了解覚書（MOU）において、半導体、医薬品、金属、重要鉱物、
造船、エネルギー（パイプラインを含む）及び人工知能/量子コンピューティング等、経済安全保障上、重要な分
野における米国での投資を対象とすることが確認された。
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日米造船協力ＭＯＣ
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【署名日・署名者】
2025年10月28日に金子国土交通大臣（日本側）、ラトニック商務長官（米国側）が署名

【署名式における主な発言】
＜金子大臣＞日米両国が十分な船舶建造能力を確保し、「日米の船は日米で造る」ことができるよう、日米両国の

造船業が発展することが重要。
＜ラトニック長官＞米国造船産業の再建のために、素晴らしい同盟国・友人であり偉大な造船業を有する日本と協

力することは素晴らしい機会。今回の覚書は、正にその第一歩となるもの。

【協力分野】
① 造船協力、海事産業発展に関する会議体の設置
② 日米両国の建造能力拡大
③ 米国海事産業基盤への投資の促進（投資機会の特定）
④ 市場経済のための船舶需要明確化（特に経済安全保障上

重要な公船、商船）
⑤ 日米両国の造船人材育成のための教育・研修の強化
⑥ 技術革新

先進的な建造技術（AI、ロボット等）の共同開発・実装
先進的な船舶の設計及び機能の開発


